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令和２年度見直し版



　令和２年７月１日、令和２年度第１回行財政改革推進本部において、「宮古島市

《 見直し案 》

　　 引き続き安定的な行政サービスの推進を図ること及び新採用職員を一定数確保しながらも

　　各世代の職員比率のバランスを図る必要があることから、年度毎の適正人数について見直しを

　　行い、定員適正化の目標年度をR５年度からR６年度に延長する。

※　以上のことから、宮古島市定員適正化計画の「12頁」、「13頁」、「23頁」、「24頁」を

次のように見直しする。

定員適正化計画の見直し」について下記のとおり提案され、承認されました。

　　（新採用者数の平準化・職員数の大幅な縮小を避ける）



Ⅱ　新たな定員適正化計画

1　将来の適正定員数設定の基本的な考え方について

　現在の職員削減計画を策定する際に比較検証した類似団体は、総務省が示した人

口と産業構造を基本とした128団体でした。

　今回は、その128団体の平均職員数に加え、新たな指標による職員数、さらに人

口5万～6万人、面積１５０～２５０ｋ㎡の本市と同規模の11団体の平均職員数を

算出し、この３つの平均値を同規模団体の標準的な職員数としました。それに、消

防や水道事業、空港・港湾等の管理状況、その他他市との相違等を勘案し、加算・

減算して本市の実情に即した適正職員数６６８名という職員数を導き出しました。

2　宮古島市の適正定員数

3　定員適正化計画（H22～R6）

　668名を適正職員数とした定員適正化計画を策定しました。

（１）新たな定員適正化計画の方針　

①　定員適正化の目標値を　６６８名とします。

②　取組期間については、平成２２年度～令和６年度とします。

　　表7）平成22～令和６年度までの定員適正化計画
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Ⅲ　適正定員数の算出

　それでは、適正職員数をどのように導き出したのか、具体的に説明します。

　なお、今回の部門別適正定員数は類似団体との比較検証や現時点での実情等を勘

案したものですが、部門別の職員数は前述の比較要件に加え、その団体の予算規模

や地理的要因、地域のインフラ整備状況と整備計画、出生率や高齢化率など様々な

要件から影響を受けるものであり、計画を実施する中で、随時検証していく必要が

あります。

1　比較した類似団体

　平成２０年４月１日現在の類似団体の職員状況調査では、すべての市区町村を対
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4　定員削減の目標（平成21年度改訂）

　　表15）宮古島市の適正定員数（部門別）
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　　加算欄に激減緩和加算として5名づつ加算し調整した。
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　　表16）定員適正化計画の部門別計画

注）上記「部門」と「各部・課」との関連は概ね次のとおり

・議会　：　議会事務局

・総務　：　税務・納税・市民生活課を除く総務部と企画政策部、各支所の地域づくり課等

・税務　：　税務課、納税課、各支所市民福祉課税務担当

・民生　：　総務部市民生活課、衛生担当を除く福祉保健部、各支所税・環境担当を除く市民福祉課

・衛生　：　環境保全課、健康増進課、各支所市民福祉課環境担当

・労働　：　観光商工課労働担当

・農林水産：観光商工課を除く経済部

・商工　：　労働担当を除く観光商工課

・土木　：　建設部

・教育　：　教育委員会

・消防　：　消防

・公営事業等：水道、国保、介護、下水道、農漁集排事業、港湾等担当
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